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山形鋼筋違接合部に対して方杖を

付加する耐震補強構法の性能確認

STUDY ON THE SEISMIC RETROFIT OF ANGLE BRACE JOINT 

USING KNEE MEMBERS 
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1.1まじめに

鋼構造の生産施設などの比較的大空間を必要とする建築物では，

張問ラーメン，桁行筋違構造が多用される.筋違構造における筋違は

地震力に対する架構の耐力 ・靭性を決定する主要素であり，大地震時

に筋違の母材鉄骨の塑性化により地震エネルギーを吸収することを

志向した設計が多い.この設計の前提条件は，筋違の母材鉄骨が十分

に塑性化するまで接合部が破断しないことであり，1981年施行の新

耐震設計基準により設計された建築物(以下，新耐震建築物と記す)で

は筋違接合部の保有耐力接合の検討が法的に義務付けられている.

一方で，新耐震設計基準の施行前に設計された，いわゆる旧耐震設

計の建築物(以下，旧耐震建築物と記す)では筋違接合部の保有耐力接

合の検討がなされていない.1995年兵庫県南部地震 1)および2011年

東北地方太平洋沖地震の等の被害調査結果では，新耐震建築物の筋違

接合部における保有耐力接合の有効性が証明されると共に，旧耐震

建築物の筋違接合部における破断被害が報告されている.今後，南海

トラフ地震や首都圏直下型地震といった巨大地震の発生が懸念され

る状況下では，旧耐震建築物の筋違接合部の早期破断防止に向けた

補強部材の新設，既存接合部の補強および既存部材の取替等の耐震

改修の促進が課題である.

実際の耐震改修推進における阻害要因は，施工中の室内空間の使

用制約であり，部材の新設によるスペース制約，施工に伴う安全対策

および施工に伴う振動 ・騒音である特に鋼構造建築物の耐震改修工

事では溶接 ・ガス切断が多用されるため，火花 ・有毒ガスの発生に対

する火気養生，換気対策および現場溶接の品質確保といった問題が

ある.生産施設などのように建築物内の補強スペースが狭|溢で引火

物が多い場合では，補強スペースがコンパク卜で溶接 ・ガス切断な

どの火気が不要(以下，無火気と記す)な構法のニーズが高い.既存鋼

構造建築物の無火気補強構法に関する研究として柱，梁，トラスおよ

び筋違といった既存部材の耐力向上や補強部材の新設を狙い，摩擦

接合金物，エポキシ系接着剤およびビスなどを用いて補強部材を接

合する研究 3)-叫が行われている.

鋼構造の旧耐震建築物における筋違接合部の補強や耐震性評価に

関する研究 7)-8)は，体育館等の公共建築に多用されている 山形鋼筋

違の接合部を対象に精力的に行われ，その成果は広く耐震改修設計

に活用されているが，無火気補強構法を対象とした研究は少ない.

本研究では旧耐震建築物の山形鋼筋違の接合部を対象に無火気で
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の補強を狙い，筋違の接合部近傍に設置した鋼製方杖(以下，方杖と記

す)を高カボルトにより接合する構法(以下，本構法と記す)について

提案した.本権法は筋違の接合部における，筋違のファスナー孔欠損

部，筋違のはしあき部，ファスナー，ガセットプレートおよびガセット

プレート溶接部で不足する荷重伝達量を方杖により付加される新た

な荷重伝達経路により補い，筋違の接合部の早期破断を防止するこ

とを意図した.そして，本構法の補強部を構成する方杖の取付角度を

実験因子とした載荷実験および解析を行い，本構法の有効性につい

て検討したなお，本論文は 2017年 日本建築学会大会学術講演引で

発表した内容に加筆したものである

2本構j去の概要

Table1に本構法の概要を示す本構法の対象は，H 形鋼柱のフラ

ンジにガセットプレートを溶接し，その片側に山形鋼筋違がファス

ナーで接合された接合部であり，柱 ・梁接合部は剛接合である.

本構法では，柱 ・梁および筋違端部の接合部が集中する範囲の補強

を回避して施工を簡易化することを狙った.

Fig.1に本構法の施工手順を示す.まず， Fig.1(a)に示すように筋違，

柱および梁にファスナー孔を設ける.次に， Fig.l(b)に示すように柱

側 ・梁側の方杖の位置決めをするなお，鋼板を用いた方杖の中間部

には 2箇所の高力ボルト接合部を設けて方杖の位置調整を可能とし

た.最後に， Fig.1(c)に示すように方杖と筋違，柱および梁を高力ボル

トで接合することで無火気での現場施工を可能とした.

この精成により， Table1に示すように筋違の引張荷重の一部は，

筋違の突出脚から高力ボルト摩擦接合部，方杖を介して，柱および梁

に伝達されるその結果，方杖を設置する前の筋違接合部の破断耐力

が，筋違のファスナー孔欠損部の破断，ファスナーの破断，筋違のはし

あき破断，ガセットプレートの破断およびガセットプレート溶接部

破断のいずれで決まる場合においても，方杖を設置した後は筋違と

方杖からなる部分(以下，補強部と記す)の耐力は，方杖を設置する前

の筋違接合部の破断耐力より増加する.従って，筋違が軸部降伏耐力

(筋違母材の全断面積に降伏応力度を乗じた値)に達する前の補強部

内部にある筋違接合部の破断防止が可能となる .(以下，筋違について，

補強部内部を補強筋違，補強部外部を既存筋違と記し，両者を合わせ

て筋違と記す).

Fig.2に本構法の施工における利点である方杖の取付パターンを

示すまず，Fig.2(a)は方杖設置に伴う障害物が無く，柱 ・梁側の方杖

を同じ取付角度で設置する場合である 次に，Fig.2(b)は柱 ・梁側の

方杖と柱 ・梁の接合部近傍に障害物があり，柱 ・梁側の方杖の取付角

度を別々にした場合である.最後に， Fig.2(c)は方杖と筋違の接合部

近傍に障害物があり，方杖の取付位置 rを上に移動した場合で、ある.

本構法では方杖の取付角度や取付位置の設定により，障害物の回

避できる施工を可能とする.

3 載荷実験

3.1実験概要

Fig.3(a)に試験体のモデル化範囲を， Fig.3(b)に試験体のセット

アップを示す.試験体は実在の旧耐震建築物の筋違と柱梁接合部周

辺を実大サイズで、モデル化した.筋違の取付角度酔550
，補強筋違

の接合部①および既存筋違の接合部②の第 1ファスナー孔の中心問

-1590一

距離Lb=4，200mm，方杖の取付位置 戸970mmであり，2，000kNアク

チュエーターを用いて正負交番漸増繰返載荷を行った.

Fig.4(a)に標準試験体(後述する Table3の No.3specimen)の全体

図を示す.筋違には L-75x 75 x 6(88400)を用いた接合部①は実在

の非保有耐力接合を再現しており，高カボルトの径，本数，配置および

ガセットプレート形状の組み合わせにより，補強筋違のファスナー

孔欠損部の有効断面破断にて耐力が決定している.なお，既存のガセ

ットプレートと柱の接合について，実際は溶接であるが，実験では試

験体の取替を考慮して高カボルト摩擦接合とし，高力ボルトのすべ

り耐力を筋違の基準強度 Ffこ基づく 軸部降伏耐力の 1.2倍より大き

くした接合部②は実在の接合部とは異なり，試験用に保有耐力接
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合の高カボルト摩擦接合とし，耐力決定要因となる既存筋違のファ

スナー孔欠損部の破断耐力は筋違の基準強度Fに基づく 軸部降伏耐

力の 1.2倍の値より大きくした.

Fig.4(b)に柱・梁接合部の詳細を示す.梁は実在同様の H-450X200

x 9 x 14(88400)とし，柱との接合部は実在同様に剛接合とした.柱

は試験体設置の都合上，実在(H形鋼)の 112断面を CT-396X300X 14 

X 22(88400)により再現したなお， Fig.4(a)に示すように実在の

梁 ・柱に取付く床板，間柱，胴縁などによる変形抑制効果を模擬する

ため，柱・梁端部と試験治具の H形鋼 H-300X300X 10 X 15(88400) 

の端部に試験治具の山形鋼 L-75X 75 X 6(88400)を架け渡し，高力ボ

ルト 1本で接合して，ピン接合と仮定した.

Fig.4(c)に柱・梁側の方杖の詳細を示す方杖は PL-12X 60(88400) 

を用いて，中間に 2箇所の高力ボルト摩擦接合部を設けて現場施工

における位置調整を，ボルト孔のクリアランスでできるようにした

方杖と筋違の接合は高力ボルト摩擦接合として，接合部①，②の突出

脚側に設け，接合部①似Ijの高力ボルト 1本は方杖と補強筋違の離間

防止用と考え，残る接合部②似，[Jの高力ボルトのすべり耐力は，筋違の

基準強度 Fに基づく 軸部降伏耐力の 1.2倍となる前提で算出した方

杖の存在応力(以下，設計応力と記す)を上回る ように設計した梁側

方杖と梁フランジの接合部は Fig.4(c)の [Celementlに示すスプ

リットティー形式として，スプリットティーの弾性限耐力は，梁側の

方杖の設計応力を上回るように設計した.柱側方杖と柱フランジと

の接合は Fig.4(c)の [Delementlに示す接合部プレート(PL-9)の

而内曲げによる荷重伝達の形式として，接合部プレートの弾性限耐

力は，柱側の方杖の設計応力を上回るように設計した.方杖と筋違，柱，

梁との接合は高力ボル ト摩擦接合とし，実施工と同様に筋違，柱，梁の

摩擦処理(赤錆処理等)は省略し，すべり係数は鋼構造接合部設計指針

叫の黒皮同士のすべり係数 0.23を用いた.

Table2に試験体の筋違および方杖に用いた鋼材から切り 出した

JI85号試験片の引張試験結果を示す

Fig. 5 に計測計画を示す.荷重 ex~v はアクチュエーターに取り付け

たロー ドセルによって計測 した変位計は筋違の材軸変形の計測用

に加力側には&，(5."反力側にはぬの計 3箇所に設置した.なお，後述の

載荷実験結果の筋違の材軸方向変形町pb;.は(&+ゐ)/2-&とした.歪は

Fig.4(a)の筋違の [a-asectionlおよび方杖の [b-b section 1に示し

たマ位置に取付けた一軸ゲージで計測した

Fig.6に載荷履歴を示す載荷は筋違の材軸方向変形町<¥，を前述の

んで除した平均歪ε(Fig.5のy軸正方向が引張側)で制御 し，歪 2.0%

で破断に至らない場合は，破断に至るまで引張側に歪を増加 させた.

3.2実験パラメーター

Table3に試験体リ ストを示す.本実験におけるパラメーターは方

杖の取付角度である.各試験体の確認項目は以下の通りである

No.1試験体は既存の無補強試験体であり，筋違の耐力および変形

性能を確認するための試験体とした.No.2~5 試験体は柱 ・ 梁両側に

方杖を設置し，補強部を模擬した試験体である このうち， No.2~4 

試験体は柱 ・梁側の方杖の取付角度は等しくし，その取付角度を

15
0 
~450 に変化させて，取付角度による影響を確認するための試

験体である.一方，No.5試験体は柱 ・梁側の方杖の取付角度が異なる

場合の影響を確認するための試験体である.

Table3には試験体の降伏点，引張強さに基づく計算値の筋違の軸
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部降伏耐力 ωNvield，接合部①の破断耐力四川ω，接合部②の破断耐力

叩lNJ②Mおよび補強部の耐力の予測値 叩lNRも示 したなお，各々の耐力

は以下の通り算出した.

接合部の破断耐力の算定において，山形鋼の突出脚の無効長さは

鋼構造接合部設計指針 1帥を参考に，接合部①は 0.7X75mm，接合部②

は 0.25X75mmとする.ファスナー孔による筋違の断面欠損は(高力

ボルト径+2mm)X板厚であり，接合部①は22X6mmえ接合部②は 18

X6mm2であるその結果，突出脚の無効部分とファスナー孔による

断面欠損を除いた筋違の有効断面積は接合部①は 425mm2，接合部

②は 650mm2となり ，No.1試験体は接合部①の筋違のファスナー孔

欠損部の破断， No.2~5 試験体は接合部②の既存筋違のファスナー

孔欠損部の破断で耐力が決まることになるまた，筋違と方杖の接合

部のファスナー孔による筋違の断面欠損は 22X6mm2であり，有効

断面積は 740mm2となった

No.2~5 試験体の補強部の耐力は，簡易的に既存筋違と柱 ・ 梁側の

方杖の 3本の並列パネと仮定し，4.2.2項で後述する補強筋違母材の

軸方向剛性ι，M ，柱 ・梁側の方杖母材の軸方向岡IJ性 KB，M ，Kc，Mに柱 ・

梁側の方杖の取付角度i弘知の余弦の 2乗を乗じて筋違の材軸方向に

置換した剛性の比より求めた柱 ・梁側の方杖の荷重分担量のy方向

分力を用いて，接合部①が破断する際の，接合部①の破断耐力および

柱 ・梁側の方杖の荷重分担量の y 方向分力を合算した.その結果，補

強部の耐力は筋違の軸部降伏耐力を上回る予測となっている. 150 

45。

ー100

(c) No.3 specimen [BS30) 
4ω00 r M_気

/{.f"油杭'1I ↓ 
一一-一一---一卑-一一-一-一一---一-:wf争←与ト-一-ム.L__よエz工Z__一一-一一---一-

45。

岬o，，[mm]

ー100

Z]主む

150 

3.3実験結果

Fig.7に全試験体の荷重一変形関係を示す 縦軸は筋違に作用する

軸力 expNy， 横軸は筋違の材軸方向変形叩~である 図中には，接合

部①の破断耐力の計算値叩lλらむu および接合部②の破断耐力の計算

値叩品②1，11を破線で示 し，筋違の軸部降伏耐力の実験値忽Jらieldを¥1，接

合部①，②の破断耐力の実験値 expNJ(JJ，1I，町外TJ(ij，1IをVで、示 した，なお，

本実験では明確な降伏点が見られなかったため，筋違の軸部降伏耐

力の実験値は全体の実験データを確認した上で，降伏棚が現れ始め

る時点と概ね対応する，接線剛性が初期剛性の 1110まで低下した時

点での荷重と定義 したまた， No.2~5 試験体の結果には比較のため

に No.1試験体の荷重 変形関係を灰色線で示 した.

無補強の No.1試験体は筋違の降伏前の 200kN付近で Photo1に

示すように接合部①の筋違のファスナー孔より破断に至った.方杖

を取り付けたNO.2-5試験体は既存筋違の軸部降伏後も耐力を保持

し，載荷フ。ログラムにおける全サイクルを経て，単調引張載荷時に

歪硬化に伴い引張耐力が上昇し，最終的にPhoto2に示すように接合

部②の既存筋違の第一ファスナー孔位置で全断面破断に至った.

筋違両側に方杖を取り付けることで既存筋違の降伏前における，

補強筋違の接合部の破断防止効果を得られることが確認された.

150 

(d) NoA specimen [BS4S) 
400 

ー100

(e) No.S specimen [BS30/4S) 

Fig.7 Load -deformation relation 

-50 

ー100

[
Z』
]
入足

一

E

ー100

List of specimen 
No. [Type] I[N] 2[BSI5] 3[BS30] 4[BS45] 5[BS30/45] 

Outline 本A 本
189 299 299 299 299 

Ultimate 
(四，NJ(I)，，，) (四，NJ②川) (，，，，NJ@，，，) (""NJ.②，，) (""NJ.②，，) 

Calculated 1 F:山oder fJroamctkuIrJ e fJ問omCMkZreJ fJ問O凹CMKZreJ fJrOa凹ebKuZreJ fJrOa凹eMKZreJ 
strength Brace 268 278 
[kN] yield (""N問 'd)

Reinfor 528 494 401 445 
cement (""NR) (""NR) (，，，，NR) (四，NR)

Table3 

Photo2 Fracture in a joint 

of nO.2 specimen 

Photo1 Fracture in a joint 

of no. 1 specimen 

80 

-1592-



2021-03-18T14:16:01.433薩川恵一

また， 2本の方杖の取付角度による耐力の有意な差は確認できな

かったため，方杖の取付角度の影響については，次章で考察する.

4解析モデルを用いた実験結果の考察

4. 1解析モデル

本章では

影響について解析モデルを用いて考察する Fi培g.8に試験体の解析モ

デル(以下，試験体モデルと記す)を示す.本構法における荷重伝達は

補強筋違，既存筋違および柱 .梁側の方杖ともに軸力が支配的になる

ため，耐力評価には接合部をピン支点としたトラスモデルを採用し

た.Fig.8(b)に示す補強部における力の釣合は，補強部の荷重 ca1-λr"，補

強筋違の荷重分担量叩/NA，梁側の方杖の荷重分担量 ca，NBおよび柱側

の方杖の荷重分担量 ca，Ncのx，y方向分力を用いて下式で表される.

ca，NA，y +叩 /NB，y+ ca/NC，y = caliy ・・ (1)

calλr"x+α1fNC.x=叩Aらx ・・・ (2)

叩/11らにより補強部に変形 ca/o，.尻町四/δ 円l'ZI'生じた場合，各部材の軸方

向変形LlA，LlB， Llc下は下式で表される.

LlA=叩lδr，yCOSα+ cafOr，x sinα ・・・ (3)

LlB=叩/Or，yCOSβ ca/o，タxSlnβ ・・・ (4)

Llcニca/Or，ycosy+叩 /o，.，xsiny ・・ (5)

α タβ~y :補強筋違および梁 ・柱側の方杖と y軸の載荷時の角度

so，}'o :梁 ・柱側の方杖と y軸の載荷前の角度(取付角度)

叩，NA，caf.砧およびca，Ncのx，y方向分力は下式で表される.

叩/~り=KAcoS2α叩/Or，y+ KA sinαcosα叫んx ・・・ (6)

) cal尺<，x=KA sinαcosαcafdr，y + KA sin2α 叩 /o，.，x • • • (7η 

C印凶σa/λ砧ら弘弘TB，y戸=んcωos均2切βCα叩tα"δ町一ん s剖IIIが】ポβc∞附O郎sβιC叫K

9ω ) Cα叩耐4σa/1Iλ砧弘弘，x戸=KんBS剖III日がβc∞附OωsβιC叩σlふδふr町，y一KんBsin2切β叩叫l必tδ~，x ..  • (ωω 

Cα叩耐4σa/λNc，y=Kcωc∞O倒S2ヤyc叩σa/δr附，げ，y+Kcs剖II凹n】YCOSYca/o，.，x ・・・(10)

印 /Ncパ =Kc sin}'Cosy ca/Or，y + Kc sin2Yca/0，.，x ・・・ (11)

ι，KB，Kc:補強筋違および梁・柱側の方杖の材軸方向の剛性

(6)，(8)，(10)式の第 1項はy方向変形回/dr，vに伴う補強筋違・方杖の

伸びによる補強筋違 ・方杖の荷重分担量を示 している.一方で，第 2

1項頁は x方向変形叩叫/0δ

減される荷重分担量を示 している-そして，(6)，(8)，(10)式より，補強筋

違 ・方杖の y方向の荷重分担量は，各々の部材の剛性，角度および補

強筋違の変形量により決まることを示 している

(6)~(11)式を(1)，(2)式に代入し，calo，山田/Or，yは下式で表される.

caldr，y = calNy(ι sin2a+Kcsin2y+KBsin2j乃I{KAKc(sinα'cosy-cosαsiny)2 

+ιん(sinαcoss+cosαsinj乃2+KcKB(sin}'Cosβ+cos)'Sins)2} 
. (12) 

calOr，x = ca/~，(-ーんsmαcosα，-Kcsin }'Cosi斗KBsinfJcoss)1{KAKc(sinαcosy 

-cosαsiny)2+ KAKB(sinαcosβ+cosαsins)2+KcKB(sin}'Cosβ 

-cosi喧ins)2} ・・・ (13)

筋違の変形叩/~， は補強部の変形回10 r，yおよび既存筋違の変形叩/Oe，y

用いて下式で表される

ca/ ~=ωδr，y +calゐ ・・・ (14)

既存筋違と y軸の角度ωをOと仮定し，caj(，らは下式で表される.

cal~，y 士 caf.λT，J KD ・・・ (15)

KD :既存筋違の材軸方向の岡IJ性

81 

4. 2各部材の剛性

4. 2. 1剛性のモデル化

Fig.9に示すように補強筋違および梁 ・柱側の方杖の材軸方向同IJ性

は鉄骨母材，接合部および梁 ・柱の直列パネと仮定し，下式で表した.

ι=11(1品，，011 KA，J ) ・・・ (16)

ん=1I(IIKB，，01/ん片 IIKB，F) ・・・ (17)

Kc=II(IIKc，，0 IIKc，片 IIKc，F) ・・・ (18)

KD=II(IIKD，，0 IIKD，J) ・・・ (19)

ι，M ，KB，M ，KC，M' KD，M :補強筋違，梁・柱側の方杖および既存筋違

における，鉄骨母材の作用軸方向の岡IJ性

KA，J:接合部①の岡IJ性の筋違作用軸方向置換値

んJ:梁側方杖 ・梁の接合部阿IJ性の方杖作用軸方向置換値

KCJ 柱側方杖 ・柱の接合部剛性の方杖作用軸方向置換値

ん J:接合部②の同IJ性の筋違作用軸方向置換値

KB，F:梁剛性の方杖作用軸方向置換値

KC，F:柱剛性の方杖作用軸方向置換値

以下ではそれぞれの剛性の算出について述べる.

4. 2. 2補強部の鉄骨母材の剛性

Fig.10にι，M，KB，MおよびKC，Mの算出の諸元を示す.なおふは補強

筋違における，鉄骨母材の接合部ファスナー孔の中心間距離である.

らは梁側の方杖における，鉄骨母材の補強筋違近傍の屈曲点から梁

との接合部プレートまでの長さである • lcは柱側の方杖における，鉄

骨母材の補強筋違近傍の屈曲点から柱との接合部プレートまでの長

さである ιM，KB.MおよびKCMは下式で表した

KA.M = AAEI lA ・・・ (20)

KB，M = ABEI lB ・・・ (21)

KC，M = AcEI lc ・・・ (22)

AA，AB，Ac:補強筋違および梁 ・柱側の方杖の全断面積

E 鋼材のヤング係数

4. 2. 3補強部の接合部の剛性

Fig.11(a)~(c)に ι，J ， KB，Jおよび Kc，J算出における諸元を示すモ

デル化は以下のよう仮定した接合部①のガセットプレートは片持

梁として，その長さは補強筋違の加力側ファスナー孔と柱の筋違側

ファスナー孔の中心間距離 lA，J とし，幅は柱の筋違側ファスナー列

の最外縁孔の中心間距離BA.Jとした.梁側方杖の接合部のプレートは

C0143: 

し

calNB 

N. __，N cal1V A calH A，y 

(a) OveraU view (b) En1arged view ofthe reinforcing part 

Fig.8 The balance of force of experimental model 

-1593-



2021-03-18T14:16:01.433薩川恵一

両端固定梁として，長さは方杖間側のファスナー孔の中心間距離 IB，J

とし，幅は方杖の幅 BB，J と同等とした.柱側方杖の接合部のプレート

は両端固定梁として，長さは方杖両側の柱のファスナー孔の中心間

距離 Ic，Jとし，幅は方杖片側にある 2つのファスナー孔の中心間距離

Bc.Jとした KA.J.KB.JおよびκC.Jは下式で表した

KA，J = tA，JB¥J E I (4 I¥J cos2め ・・・ (23)

KB，J士16fB，sB，JE I (PBJCOS
2 
'1) ・・・ (24)

Kc，J = 16tcs3 C，J E I (P CJcos21り ・・・ (25)

8，'1，ゆ 筋違および梁 ・柱側の方杖と梁・柱の取付角度

4， 2， 4補強部の梁・柱の剛性

梁 ・柱については Fig，12の振じり， Fig，13の曲げ， Fig，14の治具

の軸伸び，曲げ変形を考慮し，KB，Fおよび KC，Fは下式で表した.なお，

本研究では，梁の長さら，は柱フェイスからの張出長さ，柱の長さんは

梁フェイスからの張出長さと定義した.

KB，rll(lIKB，FI+ lIKB，F2+ 1/ん，月) ・・・ (26)

Kc，rll(lIKc，FI+ lIKc，F2+ lIKc，日) ・・・ (27)

KB.F1 KC.FI梁 ・柱の振じり向IJ性の方杖作用軸方向置換値

KB，F2， Kc，F2 梁 ・柱の曲げ阿IJ性の方杖作用軸方向置換値

KB，月，Kc，月梁・柱側1台具の軸剛性 ・曲げ剛性の

方杖作用軸方向置換値

柱 ・梁の振じりは方杖と柱 ・梁の偏心により生じ ，KB，F1および

Kc，F1は下式で表したなお，実験では柱に CT鋼を用いたので Fig，12

(b)の灰色部分を除いて振じり定数および偏心距離島を算出した

KB，FI =G"らIBI(e
2BaBbBcosrJ) ・・・ (28)

Kc，F1 =GJclc/('; cacbc cosO) ・・・ (29)

ゐ，Jc:梁，柱の振じり定数

G:鋼材のせん断弾性係数

実験では Fig，13に示すように一端固定 ・他端ピンローラーの梁

の曲げとしたため，KB.F20および Kc.F2は下式で表した

KB，F2= 12E1BP BI {a2Bb
3 B( 4aB+ 3bB)cOS2 

'1) ・・・ (30)

Kc，月三12E1cPcI {α2 cb3 c( 4ac+ 3bc)cOS21り ・・・ (31)

1B :梁の断面 2次モーメン卜

(a) Kc，J 

&主主魁血且

(a)Out line (b)KC，FI 

Fig.12 Defini!ion of KF1 
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Ic:柱の断而 2次モーメン卜

治具の剛性評価は実際の架構では不要である.しかし，実験では

Fig， 14に示すように柱 ・梁の端部反力により治具山形鋼の軸伸び，

f台具H形鋼の曲げが生じた KB，月および Kc，月は下式で表した.なお，

IB3， IC3は反力フレームからの治具H形鋼の張出長であり，岡IJ性を簡易

に算出するため，柱 ・梁接合部の境界条件はピン接合とした.

KB，月士 2/4BCOS2θI{ cos2η'b3B(aS+2IB) (lB2IA2E+ PB313EI3)} ・・・ (32)

Kc，月二2tcsin2θI { cos2め3c(αc+2/c) (/C2IA2E+ Po/3Eh)} ・・・ (33)

A2 :治具山形鋼の断而積

h : 1台具 H形鋼の断面 2次モーメント

Table4 

(b)反乱J (c) KB，J 

Fig.11 Defini!ion of KJ 

Fig .13 Defini!ion of KF2 

x.... ~当

ET 
(d) KD，J 

Fig.14 Defini!ion of K，月
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上記(30)~(33)式は本研究の載荷実験における柱，梁の岡IJ性であり ，

実在の鋼構造建屋では小梁，床版，胴縁，外装材の影響を加味して岡IJ性

を算出する必要がある.

4. 2. 5既存筋違の剛性

Fig.ll(d)にん'，M および KD，Jの算出の諸元を示すなお，らは既存筋

違の接合部②と方杖取付部のファスナー孔の中心間距離である.ま

た，既存筋違の接合部②はエンドプレートの曲げが卓越するため両

端固定梁と仮定した.KD，M および KD，Jは下式で表 した.

KD.M = AvE/ lD ・・・ (34)

KD，J =16 fD，JB
3
D，J E / PD，J 

AD :既存筋違母材の断面積

Table4 に No.1~5 試験体の岡IJ性を算出した結果を示す.

4.3実験結果の考察

本研究では，筋違の軸部降伏耐力 λ~'ield に対する補強筋違の荷重分

担量出，y，梁側の方杖の荷重分担量 NBのy方向分力 NB，yおよび柱側の

方杖の荷重分担量 Ncの y方向分力 Nc，yの割合ぬ，yIN，';eld ， NB，yI N，';eld ， 

NC"，lN，';eldを各部材の耐力分担率と定義した.

実験結果の筋違の軸部降伏耐力は Fig7のマで示した由:pl{yieldを用

いており，梁側の方杖の荷重分担量 目，pNBおよび柱側の方杖の荷重分

担量目，pNcは歪ゲージによる歪計測値より算出し，y方向分力の町cpNB，y

および町"Nc，yは柱 ・梁側の方杖の取付角度の余弦を乗じて算出した.

そして，補強筋違の荷重分担量叫，NA，yは町外らから町cpNB，yおよび町cp，，，Nc，y

を減じて算出した.試験体モデルの計算値による筋違の軸部降伏耐

力は前述の cal~'帥f を用いた.

耐力分担率について，実験結果は田山弘，，，1剖戸川d，副，pNB，んJら凶 ，

"pNc，ん，pNy酬で あ り ， 試験体モデルの計算値は印l叫 "J叩 jNyield， 

• (35) 

calNB，yI calNyield， calN C，y/ calNyieldである.

Fig，15に柱側 ・梁側の方杖の取付角度が等しい No，3試験体，取付

角度が異なる No，5試験体の骨格曲線での耐力分担率一筋違の材軸方

向変形関係の実験結果と試験体モデルの計算値による比較結果を示

す.なお，試験体モテ、ルの計算値は，まず， (12)・(13)式で補強筋違，

柱 ・梁側の方杖と y軸の載荷時の角度を各々の部材の取付角度と等

しいとおき(α=0，βbso，r=ro)， 叩INv の増分荷重 cal~' により生じる補強

部の増分変形 calL1δr，y， calL1δm を求める .次に ， (6)~( 1l)式で補強筋違，

柱 ・梁側の方杖の増分荷重印ILI品約cal.dNA，x ， cal Llλら'，y，ca'.dNB，x ，ca'.dNc，y ，caf 

LlNc，xを求める.更に，増分変形により生じた補強筋違，柱 ・梁側の方杖

の載荷時の角度α必yを求める.この荷重増分計算を繰り返した結果

の試験体モデルの計算値を， Fig，15に記号 (X，Q，ム，く))で示 した.

実験結果と試験体モデルの計算値の比較結果より，同試験体にお

いて初期剛性，耐力分担率ともに試験体モデルによる評価で実験結

果を概ね再現できていることが分かる.また，柱 ・梁側の方杖の取付

角度の耐力分担率への影響については， No，3試験体のように取付

角度が等しい場合は梁側方杖と柱側方杖の耐力分担率がほぼ同等に

なること， NO.5試験体のように取付角度が異なる場合は耐力分担率

に差が生じることが確認された

この現象を分析するために，Table5に，No.3と No5の試験体モデル

を用いて，前述の印lめが増分荷重 ca，LlAらによる繰り返し計算の結果，

α1fNy= calNyieldに達した|祭の補強部の変形 ，"10印 ，calδ肘および補強筋違，

柱 ・ 梁側の角度α'，ß，r を初期条件として，(6)~(11)式で補強筋違，柱 ・

梁側の方杖の荷重分担量および耐力分担率を算出した結果を示す.

なお，荷重分担量(6)~(1l)式の第 1 項，第 2J頁の計算結果も示した

Table5(b )，( c)の変形について，No.3，5試験体ともにy方向変形 cald町

が正側に生じ，X方向変形 ，"1δ肘は柱側の方杖の同IJ性が梁側より高い

ため負側に生じるそして，calδr，y，calδ附が極めて小さいため，各部材の

載荷時の角度α，βYI土取付角度とほぼ等しく αξ0，β今β。タFroとなる.

Table5(b)，(c)の柱・梁側の方杖の荷重分担量については，No.3，5試験

体ともに以下のようになる.柱 ・梁側の方杖の x方向の荷重分担量

出品，X ，印/λbはほぼ等しくなるこれは補強筋違の載荷時の角度αヰ

----.. Experiment Calculation 
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0のため，X方向分力 四l的，Xが極めて小さいためである.一方，柱・ 梁側

の方杖のy方向の荷重分担量 cal砧 ，)'lcaINC，yの ca，Or，yに伴 う量((8)，(10)

式の第 1項)は正値となり四lδmに伴う量((8)，(10)式の第 2J頁)は，柱側

の方杖は縮むため負値となり ，梁側の方杖は伸びるため正値となる

そして，第 l項と第 2項の合計値叩jNB，y，calNC，yは，calA弘，calNC，xを方杖

の載荷時の角度βyの正援で、除した値と等しくなるーそのため，上述の

通り 柱・ 梁側の方杖の載荷時の角度は取付角度とほぼ等しく β~ßo，r

~Jもとなること よ り ，取付角度ßo，roが等しい場合は叩f NB，y ，cal Nc，yはほ

ぼ等しくなり ，取付角度so，}もが異なる場合は叩l砧 ，y四INc，パこ差が生じ

ることになる

Fig.16 に No.2~5試験体の耐力分担率の実験結果と試験体モデル

の計算値の比較結果を示す.補強筋違の耐力分担率の誤差(試験体モ

デルの計算値/実験結果) は 1O~+7% である . この結果より，提案

した試験体モデルによる耐力評価は概ね妥当であると言える.

5解析モデルを用いた検討

5.1検討の方針

本研究では， 4.2節で述べた補強筋違の材軸方向の剛性L に対す

る柱 ・梁側方杖の材 軸方向の岡IJ性の y方向成分の合算値の割合

(KBCOS2 so+ Kceos2
ro)/ιを補強剛性比と定義 したそして，補強剛性比

と補強筋違の耐力分担率および柱 ・梁側の方杖の耐力分担率の合算

値(以下，方杖の耐力分担率と記す)の関係について検討した.なお，

以下では既存筋違の軸部降伏耐力 NFvieldは鋼材の基準強度 F(こ基づ

き算出した値を用いた.

5.2試験体モデルを用いた耐力分担率の確認

Fig.17に試験体モデルを用いた検討結果を示す縦軸は補強筋違

の耐力分担率および方杖の耐力分担率であり ，横軸は補強剛性比で

ある検討は，柱 ・梁側の方杖の取付角度が同ーの場合と異なる場合

について行い，結果を白抜の記号(0，口，ム等)で示 したこの結果よ

り，柱 ・梁側の方杖の軸剛性や取付角度が異なる場合でも，方杖の耐

力分担率は補強剛性比により決定されることが分かるーなお，黒，灰色

の記号(・，・，・，・)にて示 した結果は 5.3節で後述する.

5.3実在モデルを用いた層間変形角の耐力分担率への影響確認

地震時における架構の変形を考慮、した解析モテ、ル(以下，実在モデ

ルと記す)を用いて，層間変形角が方杖の耐力分担率に及ぼす影響を

検討した.Fig.18にモデル図，Table6に解析条件を示す.

Fig.18(a)に示すように実在モデルの筋違は載荷実験と閉じ取付

角度。=55
0

とし，柱・梁側の方杖の取付位置も載荷実験と同じ位置

r=970mmとしたまた，高さ H寸，600mm，幅L=3，950mmとした

実在モテ、ルで、は，筋違，方杖には Table6に示す軸向IJ性となるように

断面積を設定し，柱 ・梁は，両端ピンの剛体とした Fig.18(b)の灰色線

で示 したのは柱 H-792x 300 x 14 x 22，梁 H-300x 300 x 10 x 15， 

柱 ・梁は剛接合の弾塑性解析モデ、ルで既存筋違が層間変形角 1/408

で軸部降伏した時点での補強筋違周辺の変形図(変形倍率 100)であ

り，実際の架構に層間変形角が生じた場合の柱 ・梁の曲げ ・せん断変

形を模悔している 一方，Fig.18(b)の黒点線で、示 したのは実在モデル

の層間変形角 11408における補強筋違周辺の変形図(変形倍率 100)

であり，実際の架構より，実在モデ、ルの柱 ・梁は筋違に近づくことを

示 しているなお，Fig.18(b)に示すように柱 ・梁の両端部とピン支点

の間に極めて短いパネを設けて Fig.18(a)の点線で示すように実在

-1596-

モデルが平行四辺形に変形できるようにして，左上柱頭部に強制変

位を与えて層間変形角 11100まで、変位増分解析を行った.

この実在モデルを用いることで方杖の軸方向の伸び量，荷重分担

量は実際の架構より小 さく評価 される検討では，この簡易な実在

モデル用いた略算により ，方杖の耐力分担率を安全側に評価 した.
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Fig.16 Comparison of load sharing ratio in the case of N = Nyie/d 
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Table6 Analysis conditions 

(a) Condition of each part 
Analysis ele問国 IK :Axial stiffn田sr凶 /mm1
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Table6に示すように各部材の復元力は，既存筋違は軸部降伏耐力

NFyieldに達すると 二次剛性が初期剛性の 11100に低下する弾塑性とし

た補強筋違，柱 ・梁側の方杖は弾性として，補強部が弾性範囲の耐力

分担率を検討したパラメーターは柱・梁側の方杖の取付角度および

剛性であ り，両側の取付角度が同ーのケース(角=ro=15
0

以下，同一ケ

ースと記す)および異なるケース(角=30
0

，rO= 15
0 

，以下異なるケー

スと記す)としたが，両ケースとも補強剛性比は 0.82とした

Fig.19に解析結果を示す 縦軸は耐力分担率であり ，横軸は層間変

形角である.図中には，補強筋違の耐力分担率を灰色実線で，方杖の耐

力分担率を灰色破線で，既存筋違の耐力分担率を黒実線で示した

同一ケース，異なるケース共に既存筋違の降伏後に方杖の耐力分担

率は低下した.異なるケースは同一ケース より も方杖の耐力分担率

の低下が著しく，補強剛性比よ りも方杖の取付角度の影響が大きい

ことが分かる実在モデルの両ケースの層間変形角 [/100時点におけ

る補強筋違 ・方杖の耐力分担率を Fig.17に黒・灰色の記号(.，・，.，

・)にて示しており，地震時における架構の層間変形角により方杖の

耐力分担率が試験体モテ、ルより低下することが分かる.

この結果より，方杖の耐力分担率は補強剛性比に加えて，筋違の取

付角度伐方杖の取付位置 r，方杖の取付角度so，rOの影響を受け，補強に

必要な耐力分担率を得られる範囲が存在することを示唆 している.
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5.4実在モデルを用いた適用範囲の検討

本構法の適用範囲を検討するための前提として，補強筋違の接合

部の破断耐力 λ丸ら，

) 0.8 X 1. 1λNp恥)'ie.凶r沼凶el耐1d~豆玉κ丸J何，バ川" . . . (句36ω

この前提において， 耐震診断および耐震改修指針 11)を参考に，方

杖の耐力分担率((ぬ，y+Nc，y}1Mηield)の目標値を補強筋違の接合部が筋

違の軸部降伏耐力持)'ieldに達する前に破断する ことを防止 し， 筋違の

靭性指標 Fiが 2.0以上になる ように下式で設定した

トNJ，，，/1.1め:l'ie1d:;;0.2 ~五 (NB，y+Nc，y)~λTFyie/d ・・・ (37)

解析モデルは Fig.18 と同等とし，検討のパラ メーターを Table7

に示す.モデルの高さ H可，600mmは一定として，筋違の取付角度。

は現実的に存在する範囲として300~600とした方杖の取付位置 r は

施工性を考慮 して 500~1 ，500mmとした 取付角度β'O，rOは 15
0
~450 

とし，補強剛性比は 0.25~4.0 とした方杖の耐力分担率は Fig. 19 と同

様に層間変形角 [/100

での値を採用した.

Fig.20に解析結果

を示す縦軸は方杖の

耐力分担率を示し，横

軸は補強剛性比を示す
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なお，方杖の耐力分担率が負の場合は方杖が圧縮応力になっている

ことを示している 図中，白色部分は耐力分担率が目標値に達して

いる範囲を示しており ，灰色部分は耐力分担率が目標値に達してな

い範囲を示している.この結果 よ り，筋違の取付角度θが大きくなる

ほど，また，方杖の取付位置 rが低くなるほど方杖の耐力分担率が高

く，補強効果が大きくなることを示している.そして，方杖の設置によ

り目標を達成できるのは筋違の取付角度が 350

以上，方杖の取付位

置が 1，500mm以下で方杖の取付角度が 25
0

以下のケースに存在し

ており ，方杖と柱・梁との接合位置を柱・梁接合部に近づける ことで，

地震時の層間変形角の影響を受けながらも比較的大きな補強効果を

得られる ことを示している な お，柱・梁側の方杖の取付角度が異な

る場合については，個別に検討が必要で、ある

6. まとめ

本研究では旧耐震建築物の筋違の接合部を対象に，無火気補強構

法および耐力評価のための解析モデルを提案した提案した構法の

目的は，接合部で不足する荷重伝達量を方杖により付加 される新た

な荷重伝達経路により補い，筋違の接合部が筋違の降伏前に破断す

ることを防止するためである.この構法の有効性，解析モデルの妥当

性お よび適用範囲を検討するために，方杖の取付角度を試験因子と

した載荷実験お よび方杖の取付位置，取付角度，補強剛性比ならびに

筋違の取付角度を解析因子とした解析を行った

以下に得られた知見をまとめて記す

[1]載荷実験の結果，筋違の両側の柱・ 梁側に方杖を取 り付ける こと

で，地震時における柱・ 梁架構の層間変形を考慮 しない条件下に

おいて，筋違の降伏前の接合部の破断防止効果が得られた.

[2]載荷実験および解析の結果，提案する解析モデルにより ，地震

時における柱・ 梁架構の層間変形を考慮 しない条件下において，

筋違が弾性の範囲内の耐力分担率を概ね再現できた

[3]解析の結果， 地震時における柱・ 梁架構の層間変形を考慮した

条件下において，柱・ 梁側の方杖の耐力分担率を目標値に到達さ

せ るには，柱・ 梁側の方杖の取付角度，位置，補強剛性比お よび筋

違の設置角度に適用範囲(限界)が存在することを確認した
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STUDY ON THE SEISMIC RETROFIT OF ANGLE BRACE ]OINT 

USING KNEE MEMBERS 
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Shoichi KISHIKI叫 ，KeiichiSATSUKAWA叫側dSαtoshiYAMADA時
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判 Assoc.Prof.， FIRST， IIR Tokyo Institllte of Technology， Dr.Eng 
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.5 Prof.， FIRST， IIR Tokyo Institllte of Technology， Dr.Eng 

The brace joint 企'acturewas observed in several severe earthquakes which occurred in the past. That's because fracture 

p1'evention of a brace joint wasn't conside1'ed by old seismic design code. The impo1'tant p1'oblem to p1'omote seismic 

1'etl'叶itwo1'ks of a brace joint in the futu1'e is fire-less and compact seismic ret1'ofit method which doesn't use a welding 

and gas-cutting. 

In this paper， the seismic retrofit method with the knee members fo1' p1'eventing the joint仕actureof the angle brace 

was proposed. This method joins a brace， a column and a girder using the knee membe1's and high tension bolt. 

Therefore it became possible to build this method without using fire at a site of ret1'ofit works. And an obstacle in 

retrofit wo1'ks could be avoided by adjusting the location and holding angle of the knee members. This method aims at 

f1'acture prevention of a brace joint by adding a load transfer routes of the knee members. 

A se1'ies of loading test and a se1'ies of analysis have been ca1'1'ied out to investigate st1'ength improvement effect of this 

method. The strength and stiffness evaluation model of each part in this method we1'e p1'oposed. And a relation between 

story d1'ift angle of the frame which occurred by the seismic fo1'ce and the load sha1'ing ratio of the knee members was 

investigated analytically. 

As a result， the following knowledge was obtained. 

[1山1] The join叫tf1'acture p戸1

of the brace. Howeve1'， sto1'y drift angle of the f1'ame which occurred by the seismic fo1'ce wasn't conside1'ed by this 

1'esult. 

[2] The load sharing 1'atio could be expressed by an evaluation model proposed by this pape1'. However， story d1'ift 

angle ofthe frame which occur1'ed by the seismic force wasn't considered by this result 

[3] Consideration is needed by the load sharing ratio changed by holding angle of the knee members， the installed 

height of the knee members， stiffness of the knee membe1's and holding angle of a b1'ace ωmake this method 1'each 

the reinforcement target. And it's necessary to conside1' story drift angle of the f1'ame which occu1'red by the 

seismic force 

(2019年 3月8日原稿受理， 2019年8月 19日採用決定)
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